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現在,制 度 と して行なわ れてい る会計,す なわち,現 行の制度会計は,そ こにおいて行 なわれ て
い る資産(負 債 も含 めて)に ついての価額 づ けの特徴か ら,原 価 主義会計 と呼 ばれてい る。こ の原
価主義 会計,お よび,そ こにおけ る資産評価 の原 則であ る原価 主義 に対 して,近 年,限 界 を指摘 し
た り,欠 陥 を指 摘 した り・す る傾向が見 られ る。 こうした指摘 に耳 をか たむ け ることも必要 ではあ る
けれ ども,古 くか ら今 日にいた る まで制度 として行 なわ れて きた原価 主義ない し原価主義会計 には
それな りの存在理 由が存 す るのだ と考 えて,い か な る目的 のために その ように行 なわれて きたのか
につ いて充分 に理解 してお くこ とも必要 な こ とであ ろ う。 ざもなけ れば,原 価 主義 ない し原価 主義
会計 に対 してな された欠陥お よび限 界の指摘が真に適切な ものであ るか どうか判断 しえない し,適
切な指摘 に対 して反省 を行 な うこともできないであ ろう。
現行 の原価主 義会計 ない し原価 主義につい てその欠陥,あ るいは限界 を見い出 し,か つ,原 価主
義な い し原価主義 会計 を批 判す ることは それほ ど困難 な こどではない。原価主 義 ない し原価 主義会
計 はあ る面 か ら見 れば,い くらで も欠陥や限界 を指摘 す ることがで きるであ ろ う。 すなわ ち,ち が
う土俵 の上 か ら,現 行 の制度 として行 なわれてい る会計の体 系 を批 判す るのであれば,い くらで も
撹判 しうるであ ろう。批 判 しよ うとす るな らば,ま ず,同 じ土俵 の上に立 つ ことが必要であ る。会
計理 論 を論 ず るばあい の土俵,す なわ ち,会 計 理論の形成方 法には,大 き くわけ て,二 通 りの行 き
方があ る。 ひ とつは現在制度 として行 なわれ てい る会計につい て,い かな る目的のために その よ う
に行 なわ れてい るのか を説 明的 に記述 す るごとに よって会計 理論 を展開 しようとす るものであ り,
他のひ とつは,現 行 の制度会計 にかかわ り一な く,あ る会計 目的 を自分 な りに設 定 し,そ の 自分な り
に設 定 した新 ら しい会計 目的 を中心 に置 いた新 ら'しい会計体 系 を創造 しようとす る機能的規範論 を
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展 開 しようとす るものであ る。機 能的規範 論 を展開 しようとす るばあ いには,現 行 の会 計に とらわ
れ ることな しに会計 口的を任意 に設定す ることか ら始 め るのであ って,仮 に,規 範論 を展開 して,
任意に会計 目的 を設定 したな らば,現 行の制度 会計は別 の 目的 を充分 には た し うる ような枠組には
な っていないの で,そ の新 しい 目的 か らみ るな らば,多 くの欠 陥 や限界 が見受 け られ るのは当然 の
ことであ ろ う。規範 的に設定 した 目的に現行 め会計体系が不充分 に しか役立 たないか らとい って,
現行会計 に欠陥 や限界が存 す る と指摘 した として もそれは 土俵 が ちが うので あ り,的 はず れな指摘
であ る。原価主義会計 ない し原価主 義について問題 にす るの であれば 「会計測定 の 目的は か くあ る
べ きだ とい う規範的 な議論 をす るのではな く,現 在 の会計実 務 にみられ る経験的 事象にたい して,
　の
いかな る目的が最 もよ く適合 す るか とい う問題 を考察す る… …」 ことこそ必 要 な ことであろ う。す
なわ ち・制度 として古 くか ら行 なわ れてきた原価主 義会 計ない し原価主義 を問題 に するの であ れば,
まず,そ の存在理 由 を問 うことか ら始 めなければな らないであ ろ う。
1原 価主義の理由づけ
(1)原 価主義 と会計責任
会計 ・勘定の英 米語 である 『account』に会計 ・勘 定 とい った意味 のほかに 『責任 を とる』 と い
った意味が あ り,会 計 の主要 な機能 のひ とつ にr会 計責任の表明』 とい う機能 ぶ存在 す ることにつ
い ては よ く知 られてい るこ とで ある。
G・O・ メイ・が のべ てい る ように,r会 計責任 の表明』 とい う会計機能 は財務会計 の古 くか らあ る
　ラ
機能 のひ とつであ る。 このr会 計責任 の表明』 とい う会計機 能 は経営 の受託 制に関係す る もの であ
ゆ
り,他 人 から現金 その他の財産 の運用 をまか された者はそれ らを どの ように運 用 したかについ て委
託者 に会計責任 の表明 を行なわな ければな らない であろ う。 た とえば,ス ポーツの同好 会や クラブ
活動 な どにおげ る会計の担 当者 が会員か ら集 めた金 銭 の使途 について会計報 告 を行 な ってい るの も
会計責任表明 の一例 であ ろ う。初期 の職 人 ギル ドにおいては ギル ドの財政 を担 当す る者 がお り,ま
た中世 におけ る貴族 は彼 らの領地 の財政上の管理 者 を任 命 していた。 これ らの受託 者達は その管理
下 におかれた資産 を充分に管理 してきたか否 かについて責任 の表明 をな さなければな らなか ったで
あろ う。 同 じような関係 におい て,会 計 責任 の表明 とい うこ とは事業会社 の取締役 ない し経営管理
ゆ
者 に拡大 され ることにな るであ ろ う。 また,事 業会社 もその組織 が大 き くなるにつれて,受 託 した
財産 について受託管理者の責任表明 とい うこ とは ます ます大 きな意味 を もって くることにな る。
企 業 の規模が小 さ く,出 資者 イコール経営管理者 とヤ・う状 況 にあ っては,財 産管理 は出資者 自身
が行な うだけで充分 であ り,そ の責任の表明 とい うことにそれほ ど大 きな意味はな いであろ う。 し
か し,企 業が大規模化 し,多 くの人 々か ら資金 を調達 し,こ の資金 を運 用 する ことにな ると,こ の
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資金 を他人 か ら託 された受託管 理者は資金 の運 用 に関 す る責任 を表明 す る義 務 を負 うこ どにな って
くる。 このばあい,企 業 の内部 において,上 位 の管 理者 が下位 の管理 者 に対 して財 産管理 を委託 し
た ものであれば,そ の責任 の表明ゐ仕方は一定 の形式 に とらわれ る必要 はないであ ろ うが,最 上位
の受託管理者 が企業外部 に対 して受託財産 の管理責任 を表 明す るばあいには一定 の形式 に従 が って
行な うことが必要 とな って くる。すなわ ち,財 産 の委託者 は受託管 理者 が受託責任 を充 分に はた し
ているか否 か を判断 す るために受託管理者 に対 して財務諸表 の提 出 を求め ることにな る。 この委託
者には株主 だけでな く債権者 を も含 め るべ きであ ろうが,現 在,受 託財 産につい ての責 任表 明は 主
として株主 に対 してな されてい る。わが 国の商法 は受託管 理者 の責任 の表明 に当 っては財務 諸表 を
用いて株 主総会において行 な うよ う求 めてい る(商法 第283条)。商法 の 目的 とす る ところは債 権者
保護 にあ ると,言 わ れるこ ともあ るが,商 法 が受託管理 者に対 して決 算書類の承 認 を求 め るのは債
権者保護 とい う目的か らではない。決算書類は主 として株主総 会におい て受託管 理者 の責任 の表明
を行 な うために作成 されてい る。 財務諸 表には,経 営管理者 の判断 の良 し悪 しが あ る程 度 はあ らわ
れ るであろ う。 費用 ・損失 は経営者 の判断 が悪 ければ,そ の収益 ・利益 に対 して比 較的多 くな るの
であ ろ うし,経 営者 の判断が正 しければ,そ の収益 ・利益 に対 して比較的少な くてすむであ ろ う。
経営判断 が悪 く経営責任 を充分 にはた さなか った管理 考に対 しては株主 総会は次年度以降 の経 営 を
まかせ るこ とを忌避 し,充 分 に責任 を遂行 しうると思わ れ る者 に経 営 をゆだね るこ とにな るであ ろ
うし,ま た,経 営責任 を充分 に果 た した と思わ れる管理者 につい ては次年度以 降の経営 をひ きつづ
き まかせ る ことにな るだ ろ う。 この経営責任 の表明 のために財 務諸表 が求 め られてい る。
この ように,現 在 の会計 が経営 責任の表明に役立 ってい ること;から,現 行 の会計 の主 目的 に受託
財産 の責任表明 を挙 げ る者 もい る。すなわ ち,現 行 の制度会計 について,な にゆ えその よ うに行 な
われてい るかの説明的記述論 を展開 す るばあい に,こ の責任 の表明 を会計 の主 目的 として展 開 す る
者 もい る。1948年のAAAの 「財務諸表 におけ る会計概 念 お よび会計 基準」 は現行会計 におい て原
価主義が採用 されてい る理由 に 『会計責任』 をあげて,「 ……最 も共通的 な意味 において有 用 と考
えられ る財務諸表は,あ る企業の資産 の起源お よび処分 を,そ の資産 の取得時 に確 定 され記録 され
た原価 に よって報 告す る。企業 の ぞゐ財に対 す る責任 の記録 として の原価数字 の重要性 にか んがみ
その
て,原 価 の決 定 を利用可能 な客観的証拠に もとづい て行 な うことが絶 対 に必要 であ る」 とのべ てい
る。 すなわ ち,原 価 主義の有意性 を,責 任の記録 とい うこ とに求めてい る』 では,原 価 主義は どの
ように会計 責任 を表明 してい るのであ ろ うか。 この点 につい て原価 主義 は歴史 的原価 主義 とも言 わ
れてい るように,資 産 を過去 に取得 した ことを証 明す る もの である と:いうことがあ げ られ るか もし
れない。 た とえば,井 尻雄士教授は次の ようにのべ て い る。 「……歴史的原価主義 に よる財 務諸表
には過去 の実際 の取 引がすべ て記録 されてい るとい う暗 黙の保証 があ る。 これにたい して財 務諸表
が歴史的原価 以外の評方法に お て作成 された鵬 には,そ の ような 保 諏 ・な 、1碧」 この よ うに,
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井 尻教 授は・歴史的原価 が実際 の取 引に基 づいた ものであ るゆえ1こ会計 責任 の表 明に役立つ のであ
る,と する。 さらに井尻教授 は 「主体 の過 去の活 動 を記 録す るこ とは,現 代 の経済社 会ρ)基礎 たる
会計 責任が適切 に機能 す るために不可欠 であ る。歴史 的原価 デー タが ない と,経 営者 は株 主か ら委
くの
託 されてい る財 を適切 に運 用 した とい うことを証明 す るのが非常 にむずか しくな るの で あ ろ う。」
とのべ てい る。 すなわち,・会計責任 の表明 は歴史的原価 デー タを用い る以外 に行な いえない もので
あ る,と す るのである。 この主張 のために,井 尻教 授はつぎの よ うな例 をあ げている。 あ る管理 者
が9万 ドルで購入 で きる商品.を10万で購入 した とす れば,彼 は その機 会損失 に責任 を負 わな ければ
な らない。 しか し,彼 は12万ドルす るものを10万ドルで買 ったのであ って自分 に注 意:力と交渉能力
ρ偽 ったのだ と主張 す るか もしれ塗い。,した炉 って,会 計 責任 の評 価は実際 に生 じた事象 に も とづ
ゆ
V>て行な うべ きであ る,と す る。 すなわ ちr現 行 の会計 が原価主義 を採用 し,原 価主 義会計 である
ρは会計責任 の評価 のためであ るとい うのであ る。
しか し,現 行 の原価主 義に基づ.く財務諸表は必 らず しも経 営者 の責任 の表明 に舞 立 ってい る とは
言 いが たい。.この点 についてはペ イ トンが 珠 の ようにのべ てい るこζか ら も明 らかで あろ う。 「A
は1914年に あ る会社 の経営者であ ったカ㍉ 戦 争 のために売上が落 ち,収 益が あ ま、り上 ら な か っ た
ことを理 由に解雇 された。 しか し,彼 は その年 の8月,9月 に弗 常に安い価格 で原材料 を佳人 れて
おいた。 そ して,12,月に景 気が回復 し,こ の原 材料 を今購入す るには200,000ドル も余分に かか る
ようにな ってい る。ユ916年には引 きっつ いて:景気は回復 し,Aを 引 き継 いで経営者 にな?たBは そ
の年度 に多大な利益 をあげ た。、しか し,こ の多大 な利益 の うち200,000ドルは明 らかにAの 先 見の
明に よるもので ある。200,000ドルの 原材 料の増加分 は経営者の資質の判断の ためには1914年度の
ての
収益 とすべ き'ものであ る。」 この ように,時 価 主義 を会計 に採 用す るな らば,い っ そ う会計 責任の
表 明は有効 にな るだろ う。 したが って,現 行 の原価主義 会計 は会計責 任の表 明 とい うことに役 立た
ないわ けではないが,会 計責任 の表 明 とい うことをい っそ う充 実 させ る余地 の残 ってい る会計体 系
であ り,.会計責任 の表 明 を主 目的 とした体系 である とはい いえな いであろ う。 すなわ ち,現 行の制
度会計で あ る原価主義 会計 お よび,そ こにおけ る原則であ る原価 主義は会計 の主 目的 を会計責任の
表明に求 め る として も,不 充分な体 系 の もので ある。 これは,原 価主義 の意味 を会計 責任の表 明に
求めた次 の井尻教授 自身 の言 葉か ら も明 らか であ ろ う。 「……会計責任 を会計 の正 当な 目的 と して
受 け入 れたか らといって,現 行実務 が(そ のための)完 全 な ものだ と考 えなけ れば な らないわけで
はない。 会計 責任 の線に沿 って現行 実務 の改善 を試み るこ とは十分 に可能であ る。 た とえば,会 計
責任 が現 行実務 にみ られるように過 去の活動のみに限定 される必要はない。… …過去 の活動 だけで
な く……将来 の計画について も,会 計責任 を もつ。 リー スや保 証な どの主要 な財務的契約 について
こゆ
も同 じであ る。」 すなわ ち,現 行 の会計 は主 目的 を会計責任 の表明に求め る として も大いに改善 の
余地 のある ものであ る,と い うのであ る。 しか し,井 尻教 拠 よ会計責任の表明 とい うことを,現 行
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の原価 主義 会計 を観 察 した うえで会計 の主 目的 としたはずであ る。 しか るに,現 行の会計 は その主
目的 のためには不充分 な ところが多 く,改 善 の余地 が多い とのべ るのだ とすれば,そ の主張 は現行
の原価主義会計が なにゆ えに その ように行 なわれ てい るかの説明 を充分 に した とは言 いがたいであ
ろ う。 すなわ ち,そ れは現行 の会計の観察におい て会計責任 の表明 を主 目的 に置 いた ことが不適 当
であ った とい うことであ る。
(2)原 価 主義 と経 営状況の報告
企業会計原則 ・一般原則 の冒頭 に 「企業会計 は,企 業 の財政状態及 び経営成 績に関 して,真 実 な
報告 を提供 す る ものでなければな らな い。」 とある ように,今 日の会計は 企業 の財政状態及 び経営
成 績(両 者 を合 わせて経 営状況 と呼 ぶ こ とにす る)の 報告 を行な っている。
企 業の規模 が小 さ く,企 業 をと りま く利害関係 者が それほ ど多 くないばあ いには,企 業 の経営状
況 を外部 に報告 す るとい うことはたい して意味 のある問題 ではな いであろ う。 しか し,企 業 が大規
模化 して くると,企 業 をと りま く多 くの株主 お よび株主 た らん とする者,債 権者 お よび債権者 たら
ん とす る者,従 業 民 国家 お よび地方 公共団体,消 費者 な ど多 くの利害 関係 者が企業 の経 営状況 に
大い に関心 をいだ くようにな って くる。 そ して,彼 らの要求 に応 じて,企 業は財務諸表 を作成 して
企業 の経営状況 の報告 を定期的 に行 な うことにな る。現行 の制度会 計においては,こ の経 営状況の
報告 にあ た っては,原 価主義 に よる貸借対照表 お よび損益計算:書がそれぞれ,財 政状態 お よび経営
成績 の報告の ために用 いられてお り,経 営状況の報告 は現在 の会計 において大 きな意味 を持 ってい
る。
現行 の財務会計 は原価主 義 を採 用 してお り,経 営状況 の報告は原価 主義に よる財務諸表 に よって
行 なわ れてい る。 このために,現 行の会計 に おい て原価主義が採 用 されてい ることについ て経営状
況 の報 告のためであ る,と 説 明的 に記 述す ることがで き・るか もしれない。 しか し,近 年,経 営状況
の報告 に当 って原価 主義 ・財務 諸表 を用い ることの不備が指摘 されてい るように,原 価 主義の採 用
の根拠 が経営状況 の報告 にあ ると説明す ることは必 らず しも適 切な説明で はない。 た とえば,購 入
時 に100円の商品 について,時 価 が上昇 して現在 では150円でなければ仕入 れ られな くな ってい る
と仮定 しよう。 このばあい,評 価方法 として,取 得時 の価格 その ままの価格 をもって価額 づけを行
な う原価主義評価 の方法 と現在 の価格 を もって価額 づけを行な う時価主 義評価の方法 とを考 えてみ
よう。前者 の方法 によ液 ば,時 価 が上昇 した として もその商品が販売済 にな る までは100円の まま
で価 額づ けす るこ とな り,.後者 の方法 に よれば,時 価 の上昇 にあわせて,150円にて商品 の価額 づ
け を行ない,か つ,50円の利益 を計 上す る ことにな る。 このばあい,商 品 を100円の ままで価額 づ
けす る原価 主義評価 と150円に修iEし,50円の利益 を計上 する評価方法 とでは どちらが経 営状況 を
くゆ
適切 に示 すであろ うか。後者 に軍配 の上がる ことは明 らかである。 この とき,経 営状況 の報告のた
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めに時価主義 が良い として も,未 実現 の分配不能利益50円 を計上す る ことにな るので時 価 主 義 を
採用 すべ きではない とい う議論 がな されるとすれば,そ の議 論は経 営状況 の報告 とい うことに焦点
をあててい るのではな く,分 配可能利益 の算定 とい う会計 目的 に焦点 を当ててい るのであ って,こ
の時価主義 に対 す る批判 は的はず れな ものであ る。経営状 況 の報告の ためには原価 主義評価 は比較
的不 向であ り,ま た,経 営状況 の報告 とい うことの充 実 を求 め るな らば,現 行 の制度会 計 だけにた
よることはないであ ろう。 時価 主義な ど別 の方法 を採 用す るこ ともで きるであろ うし,リ ー ス とい
った もの もと りあげ るこ とも必要 であ ろ うし,さ らに,何 よりも会計 の資料 にのみた よる必要 もな
い であ ろう。原価 主義が採用 されてい る ことの根 拠,あ るいは,原 価 主義が採 用 されてい る ことへ
の理 由づけは,経 営状 況の報告 とい うこととは別 の ところに求 め るべ ぎであろ う。
(3)原 価 主義 と分配可能利益の算定
企 業 が獲得 した利益 について,今 日,出 資者へ の配 当,利 益 準備 金への積 立,国 家 お よび地方公
共団体への税金 の支払,役 員賞与 の支払,そ の他 への分配 が行なわ れて いる。 この ような分配 可能
利益 の算:定は企業 に とって欠 くことので きない ものであ り,こ の役割 は現行 の財務会 計がにな って
い る。
先 にみた ように,現 行 の会計は原価主義会計 であ るので,100円で購入 した商品 につ いて,時 価
が150円に上昇 した として も,こ の商品 を150円に評価督 した り,50円の評価益 を計上 す るこ とは
せずに,100円の ままで価額 づけす ることが行 なわ れてい る。 そ して,こ の50円部分 については,
この商品が150円以上で販売 された ときにな って は じめて 実現 した利益 として認識 され る ことにな
っている。 この資産評価 の方法お よび利益 の認識方法が是か否 かは ここでは問わない。説 明的記 述
論 を展開す るのであれば,古 くか ら行 なわ れてきて現在 で も行 なわ れてい ることについては,そ の
方法 の是否 を問 うのではな く,な ぜ その ように行 なわ れてい るのかにつ いての理由づけ を しなけれ
ばな らないはずであ る。 す なわ ち,上 記 の例 につい て,商 品の150円への評 価替 お よび評価益50
円の認識 を行 なわない ことの理 由づけがな されなければならな いはずであ る。
仮 に,上 記 の商 品について150円に評価督 し,50円の評価益 を計 上す る とす れば,50円の未実現
評価益が分配可能利益 の うちに混 入す るこ とにな るで あろ う。 しか し,こ の50円の評価益 は商 品が
販売 され る まで には値下 りして しまって実現 しない こ ともあ りうる未実現の利益 であ る。 また,こ
の評価益は販売 が行なわ れる までは貨幣同等物の裏づ けのない利益 であ って,分 配 に まわす原資の
ない分配不能利益 である。 利益は分配 される ときに,現 金 を もって経営外へ支払わ れ るのが原則的
であ り,分 配可能 利益 の うちに未実現利益 が混入す る ことは大 きな不都合 を引 き起 こす ことにな る
であ ろう。 こう した不都合 を未 然に防止 す るために,現 行 の会計 は原価主義 を採 用 し,時 価 の上昇
した資産につい て評価替 を行 なわ ず,評 価益 の計上 を行な っていないのだ と考 えられ よう。 すなわ
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ち,現 行 の会計 が原価主義 を採用 してい るのは現行会計 の主 目的 が分配可能利益 の算定 であ るか ら
であ る,と 説 明 されるであろ う。
原価 主義 を採 網す るばあいには,資 産 の評価 が原価 主義 に よって行 なわれ るのは当然 であ るが,
それ に よって未実現利益 の計上が阻止 され ることになる。原価 主義会計にお いては,時 価 が上昇 し
ようとも取得原価 の ままで評価が行 なわれ,そ の資産が他人 に引き渡 され,分 配に まわす ことので
きる資金 を回収 した段階 にな っては じめて利益が計上 され ることにな るりであ る。 この意味 で原価
主義は利益認識に 当 っての実現主義 の原則 と表裏 一体 の関係 にな ってい る と見 られ よう6
現行 の会計 において原価 主義が採用 されてい る理 由 として,分 配可能 利益 の算定 とい うこ とが会
計の主 目的であ るか らだ と説明 した。 しか し,現 行 の会計は 会計会計責任 の表明,経 営状況 の報告
な どにつ いて,原 価主義 を用い て行 な っている。 ただ,こ のためには,先 に見 た よ うに,現 行 の原
価 主義 会計 は不充分な ところが多 く,改 善 の余地 が多 々残 ってい る。 「このばあレこ,分配可能 利益
ゆ
算定 の ための資料 をその まま借 りて,副 次的 にそれが行なわ れてい る……」 のであ ってみれ ば,会
計 責任 の表明,経 営状況 の報 告な どとい った ことについ て,現 行 の原価主義 会計 が不充分 な体系 で
あ るのは当然の こ とで あ る。仮 に,こ れ らの ものを会計の主 目的 に置 いた新 ら しい会計 を創造 しよ
うとす るならば,会 計理論 は規範的 に構成 す ることが必要 とな って くるであろ.う。
∬ 原価は何を表現するのか
現行の会計は原価主義会計と噂ばれており,資産の価額づけ壷こ当っては,通常,取 得原価が採用
されている。 この取得原価は何 を表現 してい るの であろ うか。仮 に,取 得原価 が単 に,資 産 を取得
した ときの支出 の記録 を意味す るだけの もので ある とす るならば,そ れは現金 の収支の管理 の用具
とい った程度 に しか会計 を評価 していない ものであ って,会 計 を過小評価す る ものであ る。 なに も
会計 を過大 に評価 す る必要 はないけれ ども,会 計が現金収支の管理 とい った こ と以上 に,多 くの こ
とに用 い られてい ることに 目を向 けてみなければな らない であ ろ う。先 に見 た ように,現 行会計 の
主 目的が分配可能利益 の算定 であ っ噛てみれば,取 得原価 もまた,そ のための何 かを表現 してい ると
して その意味 を見い出 しえなければな らないであろ う。
分配可能利益 とは,純 財産 の増加分 であ り,純 財産 の増加 分は,単 に,記 録 された数値が増加 し
た とい うものではな いであろ う。分配可能利益は,分 配に まわす ことので きる純財産 の価値が増加
した とい うことであろ う。 すなわ ち,利 益 ・収益あ るいは損失 ・費用は単 な る記録 ではな く,資 産
の価値 が増加 あるいは減少 した こと:を意味 し,ま た,分 配可能利益は分配 の裏付 け となる資産 の価
値が現 実 に純増加 した ことを意味す る ものであ って,分 配可能 利益の算定が原価主義に よって行 な
われてい る ところ取得原価 は価値 を示 してい ると見 るべ きであ ろ う。 この ように見 る ことは,資 産
8一 経 営 論 集 一
とは価値(=収 益獲得力)で あ ると理解 す る見方 とよ く調 和す るはず である。
取得原価 が資産の価値 を表現 してい ることにつ いて,W.A.ペ イ トンは次 の よケにのべ てい る。
「会計士は,原 価 と評価 との関係 について重要 な仮定 をす る。 まず,彼 は,原 価 は原初 の記録 のた
めの実際 の価値 で ある と仮定 す る。'すなわ ち,… ■;一原価 は,あ る資産が購入,建 設 ない しその他 の
方法 に よって取得 された とすれば,唯 一 の有効 な事実 であ る。 ……そ れゆえ,会 計士は特定 の企業
⑬
が所有 す る資産 の原初価 値は その資産の原価 に ひ と1.いと仮定す るのであ る。」 すなわ ち,「……す
べ ての取 引は公正で,い ずれのばあいに も売手 と買手 とは同 じよ うに情報 を収集 す ることがで き,
取 引において同程度の能力 を有 してい ると仮定 しよ う。仮 に,あ る製造 業者があ る設備 資産 の購入
に当 って500ドルを支払 った とす れば,こ の ことは彼 に とってこの資産の真の価値:が500ドルであ
　
ること… …を意味 す るので ある。」 この よう に,取 得 原価 は資産取得時 におけ る資産 の価値 を表現
す る もめであ る。
ほ とん どの取 引におい ては,資 産 取得 時におけ る資産 の公正な市場価値 と して最 も信 頼 しうる計
測値 は実際 に支払 った価 格,す なわ ち,取 得原価 であ る。 その支払価 格た る取得原価 は 当事者 間の
　　
商議 の結果 であ り,信 頼 しうる公正 な価 値の指標 であ る。 したが って,取 引価格 が公 正な市場価値
に基 づかないばあいには資産 の取得原価は資産取得時 におけ る資産 の価 値 と一致 しない。 この よう
な例 としては資産 の低廉譲渡 を受 けた り,贈 与 を受 けたばあいがあげ られよう。 だが,か え って,
この ようなばあいの価額 づ けの方法 を観察 す ると,取 得原価 は単 な る支出の記録 ではな く,価 値 を
示 す ものであ ることがい っそ うよ く知 られるであ ろ う。
た とえば}資 産 を無償 で贈与 されたばあい を考 えてみ よう。 こめばあい,こ ρ資産につ いての支
出額 は ギロであう けれ ども,・現行 の会計 においては,そ の資産の価額 づけは公正 な価値 に よって行
なわれてい る。 これについ て,仮 に,現 行 の会計は原価 主義会計であ るか ら,こ の資産 につい ての
価額 づけは ゼロでなければ な らない,と い う主張 がな される とすれば,こQ主 張 は説明的記述論 と
して現行 の制度 を充分 に説明 してい る'とは言 い えないで あろ う。 また,こ のばあいρ公正 な価値 をi
用 い る方法 について,良 い方法 であ るとか悪い方法 であ るとか,原 価主義 の例外 であ るとかい う議
論がなされるかもしれないが,この議論も現行の会計を糊 する議論と.して無鰍 な灘 である。1
原価主 義会計 ない し原価 主義 とい う呼称は,現 行 の制度 として行なわ れてい る ところの もの を観察i
して,現 行の会計 をそ う名付 けたのであ って,現 行 の制度 として行なわ れてい るところの価 額づ け
…
の方法は原価主義会計と名付けた会計の枠組の内に存在する嫡ずのものである。贈与を受けた資産
について公正な価値を付す方法は,現行の制度として行なわれているところのものであり,これに
ついての議論 は,こ の方法 が原価主 義会計 の枠組 の内にあ るもの と考 え,な にゆ えにそのよ うにな}
されて いるのかの説明 をしなければな らないのであ る。 そ して,'こうしたやや特殊 とも思われが ち1
な方法 を充分に理 解す ることがで きるならば,原 価主義 会計に おけ る価額 づけの意味,お よび,取
」
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得原価 が何 を表現 してい るかが い っそ う明 らかにな るであ ろ う。
贈与 を受 けた資産 につい て,公 正 な価 値 を付 すのは会 計が価値 を取 り扱 ってお り,そ の価 値 を取
得原価 が表現 してい る ことの有力な証拠 であ る。先 に見た ように,通 常 のばあい,取 得原価 は 「売
むの
買当事者 闘 の商議 の結 果であ り,… …」取 引時 の資産 の公 正な価値 を示 してい る。 す なわ ち,通 常
の取引 においては,取 引時の資産 の価値は取得原価 に よって表現 されてい るのであ る。 これに対 し
で・贈与 に よる無 償取得 資産につい ては,そ の価値 を知 る上 で,客 観的 な証拠 とな る取得原 価 が存
在 しない。 そ こで,傍 証 として,取 引 した とすれば成立 した であろ う公正な価 値 を採 用 して,そ の
資産 の取 引時 の価値 を推定 しようとい うのであ る。取得原価 が単 な る記 録 であるな らば,こ の よう
なばあいの取得価 額は ゼロであ ろうが,公 正な価 値 を採用す る ところ,資 産 の価 値 が問 われてい る
と考 え ウれ よ う。す なわ ら,取 得原価主義 に よる評価 は資産 の取得時 の価 値で評価 を行 な うもの で
あ 窮 このば あい,取 得時 の価 値 を示 す客観的 証拠 とな る取得価格 があれば,そ れ を評価 のために
用 い,取 得価 格がないな らば,取 得時 の価値 を示 す と思われ る公正 な価値 を傍証 と して採 用す る方
法 であ る。 ここで,公 正:な価 値 を用い る方法は時価主 義の採 用 である,と 見 るとすれば,そ の見 方
は皮 相的 であ ろう。原価 主義 も蒔価 主義 も資産 の取得時 に おけ る評 価は同 じで あ るが,両 者は資産
取得後 の価 額 づけにおいて大 き く異な る。時価 主義 に よるな らば,取 得時 の価 額 とは別 に,そ のの
ち.の特定の ときにおけ る評価額 はそopときどきの時価 によ ることにな るのに対 して,原 価主義 に よ
　
るな らば,取 得時の価 額 がその まま用 い られ るの であ る。原価 主義評価 は 「取得 の ときにその資産
をその計 測 された対価 の額 に よって価額 づけ,計 測 された対価 が支 払われなか った場合 において も,
ゆ
対価 が計測 されたな らば支出が必要 であ ったであ ろ う額 でそれに価額 をあた える……」方法 なの で
あ る。 ここにおけ る取 得原価 は単 に,支 払 った額 を表現 す る もので はな く,取 得 におけ る公正 な価
ゆ
値 を表現 す る ものなのであ る。そ して,こ の公正 な価値 の増加 分 が分配可能利益 とな るのであ る。
取得原価 は取引 の瞬間 の もの としての買手 と売 手 との相互 の評価 を表わす であ ろ う。 この限 りに
おいては・取得原価 と資産 の価 値 とは一致 してい る。た だ,取 引の瞬間 をすぎ ると価値 はかわ るか
もしれないが,現 行の会計 は,取 引時 の価値 を示 す取得原価 をただ ちに修正 する ことは しない。 し
か し,こ の よ うに のべ たか らとい って,取 得原 価 が資産 の取得 時 の資産価 値 を示 し,会 計が この価
値 の変動 をとらえて分配 可能 利益 を算定す る とのべ ることと矛 盾 するわ けではない。確かに,取 得
原鯛 が資産 の取得時 におけ る価値 を示 し,そ の価 値②増加分 が分配可能 利益 とな るのだ として も,
会計は取得後 ただちに変化 した価 値 を とりあげて,そ の取得原価 を修正 す る必要 はない。現行 の会
計 は資産の価 値が変動 したから とい って,こ れを必 らず取 り上 げ るとは限 らない。 しか し,そ れで
も,現 行の会計 にお け る取得原価は資産 の取得時 の価値 を示 す もの であ り,現 行の会 計は,こ の価
値 の変動 を取 り扱 っているのであ る。 すでにのべ た ように,現 行の会計の主 目的は,原 価主義が採
用 されてい るところ,分 配 可能 利益 の算定 であ るξ この 目的 のためには,取 得後 にただ ちに変化 し
IO一 一 経 営 論 集 一一
た価値 の増 減分 を変化 したつ ど取 り上 げ る必要 はない。価 値 の変動が分配可能利益に影響 を与 え る
ことにな った ときに,は じめて,そ れに影響す る価値 の変動 分のみ を取 り上げ るのであ る。何 らこ
の 目的 に関係 のない価値 の変動 は取 り上 げる必要 はない。 この資産 取得 時の価値:が販売 な どに よ っ
て現実 に増加 したばあ いには その価 値の増加 分 を利益 ・収益 と して,価 値の減少 が発生 したばあ い
には その価 値の減少分 を損失 ・費用 として と りあげ るのであ る。
皿 原価主義の主観性と客観性
'現行 の会計が原価 主義 を採用 してい る点 につ いて
,ペ イ トン ・リ トル トンぽ次の ようにのべ てい
る。「価 格総計(原 価)は 取 引につい ての主要 な量的 な事実 であ り,客観的に決定 された金額 として
受 け入 れ られ記録 に使用 せ られ るべ きであ る。 しか も,も しこの価格 総計が当事者一方 のみ の判断
に もとづ いてい るな らば,客 観 的に決 定 された との名 に値 い しない とい うことを銘記すべ きであ る。
原価 の数字 を有効 な ものた らしめ る条件は,自 己の利害 の意識 に もとづいた,互 に独立 した当事者
双方 の自発的 な行動(action)であ る。 商議 に もとつ く交 換が完全 に成立 した瞬間 に生 れた価 格総
計 は相互 に受 け入 れ うるr評 価』 にほかな らぬ。 それゆえ一方 の当事者に よるr取 得 された用役』
(service'acquired)に関す る数量的な 記 録 は 他 方 の 当 事 者 に よ るr供 与 された用役』(service
　
rendered)についての数量的 な記録 と一致 すべ きであ る。」 と。 ,この ペ イFン ・リ トル トンの文 言
は多 くの原価主義論 者 に影響 を与 えている とみ えて,多 くの原価主 義論者 に よって しば しばr原 価
は客観性 を有 す る』 とか,あ るいは,時 価 主義不採用 の根拠 として,ま た,会 計 において時価主義
を採用すべ きでない理 由 として,「 時価は主観的 であ る』 と い・つた趣 旨の ことがのべ ら'れてい る。
しか し,上 記 の主張 とは まった く反対 に,原 価 は主観 的であ り,時 価 は客観 的である とする主張が
あ る。1861年の ドイツ商法典第31条 「財産 目録 及び貸借 対照表 の作成 に際 しては,す べ ての財産及
び債権 は それ らに付 すべ き価値 に よって評価 すべ きであ る。 回収不 確実 な債権 はその実際 の価値 に
ゆ
よって評価 し,回 収不能 な債権 は償却 され るべ きであ る。」 の 規定 の解釈 に当 って,ド イツ帝 国裁
判所は1873年に次 の よ うな判例 を示 してい る。 「貸借対照表作成の ために標準 として計測 され る現
在 の価値 につい ては,総 じて一般売 却価値,す なわ ち,恣 意的主観的判断 または単な る思索にのみ
帰す る価値 に対 立す る売却価値が用 い られ る もの と理解 すべ きであ る。貸借対照表は,実 際の財産
状態 の客 観的真実 を表わ すために,市 場価格 または取引所価格.を有 す る財 産構成部分(積 極 財産及
ゆ
び消極財産)は 原 則 としてそれか ら生 ず る価値 で貸借 対照表 に表示 され るべ きである……」 と。ず
なわ ち,こ こでは,売 却時価 こそ客観 的であ る とのべ られている。
主観 と客観 とは まった く反対 の観点 か らの ものの見方 であ り,同 じ観点 か ら同 じものを見 るとす
れば,主 観的 であ ると同時忙 客観 的であ る ことはあ りえない。 しか し,同 じもの を見 るばあいに,
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見 方 をか えてみれ ば,あ る見方 に よっては主 観的 であ る ものが他 の見方 に よっては客観 的であ った
り,あ るいは,そ の反対 に,あ る見方 に よっては客観的 であ る ものが他 の見方 に よっては主観的で
あ った りす ることが あるだ ろ う。
先に あげ た,原 価が 客観的 であ るとす るペ イ トン ・リ トルbン はr検 証 力あ る客観 的な証 拠』 と
い う命題 を会計 の基礎概念 のひ とつにあげてい る。 そ して,彼 らは この命題 について 「英 国 におけ
る職業的 な監査 の初期 の発展 が もた ら した重要な貢献 の一つ は,記 録 された取引 を裏 づ ける客観的
な証拠 の重視 であ ったb記 録 された収益 は,相 互 に独立 した当事者間 の真実 の販売か ら作製 された
客観的な証拠 を基礎 としてのみ有効 とせ られた。記録 された支 出は,そ の取 引に関 す る確実な営業
　
上 の文書 に よって備 え られ,客 観的 な証拠 と してのみ有効 とせ られた。」 とのべ てい る。す なわ ち,
ペ イ トン ・リ トル トンに よれば,原 価 は監査 のための 『検証 力あ る証拠』 として客 観的で あ るとい
うの であ る。 ペイ トン ・リ トル トンは,原 価 が客観的 であ る理 由 と して,「価 格総計(原 価)は 取 引
ゆ 　
につ いての主要 な事実 であ り,… …」 「売 買 当事者間 の商議 の結果」 であ ること を あげてい る。 し
か し,市 場 において売 手 と買手 とが行 な った事実 ゆ えに客観 的 である とす るな らば,現 時点 におい
て 市場 において行 なわ れてい る取 引に もとつ く時価 は多数 の市場参加 者に よって構 成 されてい る も
のであ ってみれば,時 価 もまた客観的 であ ると言 え るであ ろ う。原価 も時価 もと もに客観 的であ る
と言え るわけ であ るが,時 価が現在 の市場 に基 づ いて客観的 であ るのに対 して,原 価 は過去 の取 得
時 の市場 に基 づいて客観 的であ ると見 られ る。 すなわ ち,ペ イ トン ・リ トル トンが原価 が客観的で
あ るとす るのは それが過去 の取 引事実 に基 づ くものであ って,監 査の ため にr検 証 され うる証拠』
とい う意味 か らであ る。
ペ イ トン ・リ トル トンは,原 価 は 『検証 され うる証拠』 として客観的であ る としなが らも,一 方
でペ イ トンは見方 をかえて,原 価 が また主観的 であ る点 を指 摘 してい る。す でに紹介 した よ うに,
ペ イ トンは 「……仮 に,あ る製造 業者があ る設備資産 の購入に 当 って500ドルを支払 った とす れば,
　
この ことは彼 に とって この資産 の真 の価 値が500ドルである こと一・一… を意味す るのであ る。」 とのべ
てい る。 すなわち,取 得原価 はr彼 に とっての価値』 を示 す ものであ り,.それは価値 を示 す とい う
意味 か ら言 えば,ま さに主観的 であ る と言 え るであろ う。 この点につい て木村 重義先生 は次の よう
にのべ てい る。「(原価主義 に よれば)特 定の機 械 を1,000万円で手に入 れた経営者 に と っては,そ
の会計上 の価額 は1,000万円 であ って,お な じ種類 の機械 を950万円で購入 した経営 にお ける価 額
とは異 な り,そ れぞれ経営 自体 に とっての原価 を基礎 として処理 され ることは主観 的であ る。時価
主義 に よれば,も し決算 期が同一 な らば,い ずれの経営 の同一種類 の資産 も同一価額 で処理 され る
ゆ
こ とにな る……」 と。 この ように,原 価 は資産 を取得 した者 に と っての価値 を示す点に おい て まさ
に主観的 とい えるであ ろ う。
原価は,上 にのべ た よ うに,客 観的 であ ると同時 に主観的 な ものであ る。 これは原価 その もの 蓼
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見 るときの見方 の相違 に よる ものであろ う。原価 は取得時 の支払につい てr検 証 力あ る証拠』 とし
て客観的 であ る一方,そ の額 を支払 った人 に とってはその価 格相当の価 値があ った点 において主 観
的な ものであ る。 ただ,こ のばあい,会 計 の主 目的が分配 可能利益の算定 であ り,価 値 の増減 が問
われ るもので あるこ とを考 えれば,原 価 は この主 目的 との関係 か ら見て主観的 であ ると言 え るであ
ろ う。
設備 資産 の減価 償却につ いて一般 に認 め られた償却方法 と して定額 法,定 率法 な どがあ る。 これ
らの償却方 法 につ いてみ る と,r一 般 に認め られ た』 と・い う点 にお いて客観的 であ るか もしれない
が,定 額 法 を選択 す るか定率法 を選択 す るかは,当 然,財 務政策上 の考慮がな され るであ ろ うが,
経営の主観的問題 である。
現行制 度会計 は原価 主義会計 であ るので,先 に紹介 した ように,同 種 の設備資産 の取得 に当 って,
A企 業が1000万円・・B企業が950万円を宰出 した とすれば・その設備 資産 の使用価値 は・A企 業 に
とっては1000万円,B企 業に と っては950万円 と表現 されてい る。 この点,取 得原価 は主観的 な価
値 を表現 している と言 えるであろ う。 このあ と,A企 業 が取得 したばか りの設備 資産につい て,経
営見通 の修正 あ るいは社会'・経済情勢 の変化 のため経営政 策 を変更 し,こ の設備 資産 を処分 した と
す れば,'.現行 の原価主義会計 においては,使 用価値 がゼ ロにな るように処理 し,そ の使 用価値 の滅
失分 を損失 ・費用 と して処理 してい る。A企 業 が,そ の設備 資産 を使 用 しつづけ るこ とがA企 業 に
とって不充分 な利益 しか獲得 しえない と判断 して,そ の使用 を止 めるな らば,こ の設備 資産 のA企
業 に とっての収益獲得力は ゼ ロにな るのであ って,現 行 の原価主義会計 は,こ の ようなばあい,使
用価値 がゼ ロにな るように取得 原価 を引 き下げ る会計処 理 を行な ってい る。 これに対 して,B企 業
が,こ の設備 資産 には まだ充 分に収益獲得力が残 ってい る と判断 して,そ の設備資産 を使用 しつづ
け るとすれば,A企 業が使 用価 値 をゼロに したか否かにか かわ りな く,使 用価値 をゼ ロにする取得
原価 の切 り下 げは行 なわない。一方 の企業 にあ って使用価値 がゼ ロにな ってい るか どうか,反 対 に,
他方 の企業 におい て使用価値 が残 ってい るか どうかにかかわ らず,使 用価値 の有無 の判断 はそれぞ
れの企業 の判断に よるのである。企業 はそれぞれの企業 の判断 に したが って使用 しつづ け るか否 か
を決定 す るの であ り,そ の判断は主観的な ものであ る。 た とえば,あ る年 に,A企 業 とB企 業 とが
ともに,1時 間当 り100個の生産能 力のあ る機 械 を1,000万円にて購入 した としよ う。翌年 にな っ
て,1時 間 当 り200個の生産能 力のあ る新型 の機械 が開発 された としよう。 この とき,A企 業は 旧
型機械 を処分 し,新 型機械 を1,500万円にて購入 し,・B企業に旧型の機 械 をその まま使用 しつ づけ
る とす る。A企 業 が まだ使 用 しうる機械 を処 分す るのは,旧 型機 械 を処 分 して新 型機 械 を導入 す る
ことが将 来い っそ う多 くの利益 を獲 得 しうる とA企 業 自体が判断 したか らであ り,B企 業が旧型機
械 をその まま使 用 しつづけ ようとす るのは それがB企 業に とって将 来の利益 を獲得 うるうえで有 利
であ 為と自か ら判断 したためであ ろ う。 このば あい,現 行 の会計は原価主義会計 であ るので,設 備
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へ
資産 の使用 をやめたA企 業 では,そ の設備 資産 にはすで に収益獲得力は な くな るの で取得原価 を切
り下 げ,そ れ相 当額 の損 失 ・費用 を計 上す る ことにな るのに対 して,B企 業はA企 業 の判断に かか
わ らず,使 用 してい る設備資産 につ いては まだ収益獲 得力が存す るの で,取 得原価 の切 り下げは行
なわない ことにな ってい るσ
上 にのべ た ように,設 備 資産 について その使用 を止 め るか,あ るいは,そ の まま使用 しつづけ る
か,そ れは企業 の主 観的判断に よる。 そ して,そ の主観的判断が それぞれの企業に よって異な るが
ゆえに,そ れぞれの企業 におけ る設 備資産 の使 用年 数に ちがいがみ られ るの であ る。 この ように使
用年数 がそれぞれの企業に よ って異な りうるとい うこ とは,設 備資産購入時 に何年間使用 するか を
予定 す る使 用年数 もそれぞれの企業 に よって異 な り うるこ とを意味 す る。実 際,企 業が ある設備資
産 を用いて利益 を獲 得 しようとす る年数 を何年 に計 画す るかは それぞれの企業の判断 に よ って異な
るであろ う。すなわ ち,ペ イ トン ・リ トル トンが 「もし特定 の実例で推定耐用年数が5年 な らば,
.……他 の環境 の もとでは その物的な寿命 が10年 にな るか も しれない とい う可能性 な どは 問 題 に な
　
らないのであ る。」 と の べ てい るよ うに設備 資産 につ いての予定使 用年数 はそれぞれの企業 の判断
に よ うて異 な るのであ る。
減価償却 は設備 資産 の減価 に備 えて耐 用年数 を基礎 として減価償却費 を計上 する方法 であ る。 こ
の耐用年数 は予定使用年数 であ って,同 種 の設備 資産 であ って も,ペ イ トン ・リ トル トンのい うよ
うに,企 業 ご とに異な っていて さしつ かえないのであ る。た とえば,10年後に取 り壊 す ことにな っ
ている建物 に と りつ けた付属設備 の予定 使用年数 は,他 の建物 に とりつ けた同種 の付属設備 の予定
使用年数が15年 である として も,10年であ り,減 価 償却費 の計上は他 の建物 に と りつ けた付属設
備 の耐用年 数が15年 であ ると して も,耐 用年数10年 と して計 算すべ きであ る。 また,10数年後に
租借期限の到来す る香港 に建設 した建物 は,そ れが完 全に接収 され るのだ とすれば,他 の地 域に建
設 した建物 の予定使用年数 が50年であ り,50年 を耐 用年数 として減価償却 を行 な ってい る として
も,そ の建物 の予定使用年数は10数年 で あ り,10数年 を耐 用年 数 として減価償却 費の計 上 を行な
うことになる。資産 とは,収 益獲得力 であ る,と すれば,10年後に取 り壊 す建物 に と りつけた付属
設備 の収益獲得 力は それ を所有す る企業 に とって10年 であ り,そ れ をこえて収益 を獲得 す る力 は
残 らないのであ って,10年 で償却 を行 な うこ とにな るであろ う。 また,10数年 で接収 され る建物
の収益獲得力 はその企業 に とって10数年 であ り,そ れをす ぎれば,収 益 獲得力は消滅 す るのであ
って,10数年 で償却 を行 な うことにな るであ ろ う。資産 は収益獲i得力 であ り,資 産 を用 いて獲 得す
る収益 はその使用期間 内において計 上 され るものであ り,こ の収益 を獲得す るために費や された収
益獲得力の消滅 は,そ の収益 を獲得す る期間 の損失 ・費 用 として計上 される ことにな る。 このばあ
い,資 産 とは費用のプー ルであ る とす る見方 に よる として も,そ の費用配分期間は その企業 に ζっ
ての予定使用年数 であ る。 利益 は分配 され る ものであ ってみれば,ま た,分 配可能利益は その企業
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に とっての分配可能利益 であ ってみ れば,そ の年 数 をこえての償却計算 は無意味であ り,利 益 の算
定 のためには主観的 な価 値 の変動 が とりあげ られるのである。
W原 価 主 義 の 限 界
現行 の会計 が原価主義 会計 であ り,資 産評価 に当 って原価主義 が採 用 されてい るこ とについて,
すで に見た ように,そ れは現行 の会計 が分 配可能利益 の算定であ るか らであ ると説明的 に記 述 しえ
た。 この分配可 能利益算定 を主 目的 とす る原価主義ない し原価 主義会計に おけ る会計資 料は分配可
能 利益算定 目的以外 め ことに も用い られてい る。 しか し,こ のばあい,'原価主義 会計 にお け る会計
資料は分配可能利益算定 のための資料な のであ って,そ れ以外 の ことに充分 に役 立 ち うるか どうは
疑問 であ る。 それは,お そら くは,そ の 目的 のための ものではな いこ とか ら して,不 充 分 に しか役
立た ないであ ろ う。 この ことか ら,あ る 目的 のために原価 主義 会計 は不充分 に しか役 立たない とか,
あ る目的の ためには原価主義会計 を改善 すべ きであ る,と の主張 がなされる ことがあ る。 こ うした
原価 主義へ の批判 は まった く的は ずれであ る。本来,他 の口的 に用 いる技術 でない もの を,他 の 口
的 に用い るな らば,欠 陥 や不充分 な点が あ るのは当然 なのであ って,借 りて きた技術 が 自か らの 目
的 に合わ ないか らとい って,本 来 の目的 のために よ くで きてい る技術 を借 入先が欠陥 や不充分 な点
があ るか ら手 直 しせ よ,と 言 うのは筋 ちがい とい うものであ る。
現行 の制度会計 において,原 価 主義が採 用 されてい るのは,未 実現 利益 の計上 を防止す るもので
あ り,分 配可能利益 算定 のた めに意味 があ る,と して きた。 しか し,原 価 主義 が採用さ れてい る現
行 の会計 は貨 幣価 値が一定 であ る との仮定 の もとに分配可能 利益 を算定 してい るので,イ ン フ レー
シ ョン時には分配 可能利益 の うちに架 空利益 が混入 するお それがあ る。た とえば,商 品 を仕入 れて
販売 する までの間にい くぶ んかの時 の経過 があ って,そ の間に インフ レー シ ョンに よ り貨 幣価値 が
10%下 落 した とすれば,100円で仕入 れて130円で販売 した商品につい ての実質 的 な販売益 は130
円一100円×1,1=2e円で ある。 しか し,原 価 主義 に よれば,130円・一一100円=30円として販売益 が
計 上 される結 果,そ れだけ架空 利益 が分配可能利益 の うちに混 入す る ことになる。 これについて現
行 の原価主義会計 は何 の調整 も行 な っていないが,そ の調整は必要 であろ う。 この調整 の結果 は修
正原価主義会計 であ り,・貨幣価 値の下落分 の調 整 を行 な うだけで,会 計 におけ る他 の原則 に何 の変
更 を もたらす ものでは ない。 この会計 はい っそ う分配可能利益 を正確 に算定 す るものであ って,原
価 主義会計 をい っそ う精致化 した会計 であ り,原 価 主義会計 の枠組 の内にあ るもの と一般 に理解 さ
れてい る会計 であ る。
注(1>井 尻 博 士 「会 計 測 定 の理 論」 昭和51年p.42
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Revision」(中 島 省 吾 訳 編 「A・A・A・ 会 計 源 則 」 昭 和45年P.60)
(6)井 尻 雄 士 前 掲 書p.129
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